
一

（
地
方
創
生
及
び
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
等
に
関
す
る
特
別
委
員
会
）

地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律

案
（
閣
法
第
三
五
号
）
（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

本
法
律
案
は
、
地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
等
の
提

案
等
を
踏
ま
え
、
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
義
務
付
け
を
緩
和
す
る
等
の
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な

内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
地
方
自
治
法
の
一
部
改
正

条
例
公
布
時
に
お
け
る
首
長
の
署
名
の
方
法
に
電
子
署
名
を
追
加
す
る
。

二
、
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
改
正
及
び
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法

律
の
一
部
改
正

住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
及
び
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
利
用
事
務
を
拡
大
し
、
住
民
票
の
添
付
・
公
用
請
求
を

不
要
に
す
る
。

三
、
地
方
独
立
行
政
法
人
法
の
一
部
改
正
及
び
産
業
競
争
力
強
化
法
の
一
部
改
正



二

公
立
大
学
法
人
の
出
資
可
能
対
象
を
ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
等
へ
拡
大
す
る
。

四
、
地
方
公
共
団
体
情
報
シ
ス
テ
ム
機
構
法
の
一
部
改
正

地
方
公
共
団
体
の
シ
ス
テ
ム
標
準
化
等
の
た
め
の
基
金
の
設
置
期
限
を
五
年
間
延
長
す
る
。

五
、
生
活
保
護
法
の
一
部
改
正

介
護
保
険
法
の
介
護
施
設
の
届
出
を
生
活
保
護
法
の
介
護
機
関
の
届
出
と
み
な
す
等
の
手
続
の
簡
素
化
を
行
う
。

六
、
建
築
基
準
法
の
一
部
改
正

建
築
基
準
適
合
判
定
資
格
者
等
の
登
録
申
請
等
に
係
る
都
道
府
県
経
由
事
務
を
廃
止
す
る
。

七
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
一
部
を
除
き
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
経
過
し
た
日
か
ら
施
行
す
る
。


